
様式第２号（第５条関係）
協働事業企画書　
	整理番号
	　
	団体の名称
	

	事業の名称
	

	提案の区分
	・市設定テーマ部門　　〔テーマ名：　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

・市民自由提案部門

	１．提案内容

	①目的
	何を実現（解決）したいのか？
	

	②対象
	誰（何）に対して行う事業か？
	

	③目標
	いつまでに、どのような状態にしたいのか？
	

	④事業の
必要性
	上記目的のために把握している地域や社会の課題やニーズ
	

	⑤概要
	どのような過程・手段で行いたいのか？（より具体的に）
	

	⑥役割分担
	提案者
（できること）
	

	
	市
（期待すること）
	

	
	その他
（協力者など）
	

	⑦効果
	達成しようとしている成果、期待される波及効果
	


	２．提案内容の関連項目

	①行政と協働する必要性、相乗効果、メリット
	なぜ行政と協働で行う方が良いのか？
	

	②提案事業を進めていく上で、想定される課題
	協働で行っていく上で、何が問題なのか（問題になりそうか）？
	

	③ＰＲしたいこと
	その他、行政と協働していくに当たってPRしたいことをご記入ください。
	


	提案事業の要件チェックシート　（該当すれば左の□欄にレをつける）

	□
□
□
□
□

	＜事業の基本項目＞
(1)事業を提案した市民公益活動（※１）を行う団体が当該事業を企画し、実施するもの
(2)市民公益活動を行う団体と市がそれぞれ単独で事業を実施するより、協働で事業を実施する方が相乗効果を生み出すことができ、市民に効果が還元できるもの
　※１：市民公益活動
　　　市民の自発性・自主性に基づいた、公益性のある営利を目的としない社会貢献活動
＜事業の適用除外＞
(1) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする活動でないこと。
(2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動でないこと。
(3) 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。）の候補者（当該候補者になろうとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、若しくはこれらに反対することを目的とする活動でないこと。


※記入内容が多い場合、「別紙」（任意様式）でも結構ですので、できる限り具体的に記載してください。

